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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 80,574 101,022 167,794

経常利益 （百万円） 2,104 1,135 4,106

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,256 469 2,437

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,817 2,740 3,361

純資産額 （百万円） 46,696 49,782 47,574

総資産額 （百万円） 141,275 162,608 148,179

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 48.06 17.97 93.26

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 29.5 27.0 28.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △10,510 △13,529 △2,948

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △22 △271 145

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 7,073 6,669 391

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 23,114 18,949 24,693

 

回次
第75期

第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年７月１日
至2021年９月30日

自2022年７月１日
至2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 26.75 31.39

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　１　

四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は151,893百万円となり、前連結会計年度末に比べ14,289百万円

増加いたしました。これは主に現金及び預金が5,599百万円、未収入金が2,489百万円それぞれ減少した一方で、

商品及び製品が13,723百万円、受取手形及び売掛金が4,461百万円、電子記録債権が3,428百万円それぞれ増加し

たことによるものであります。固定資産は10,714百万円となり、前連結会計年度末に比べ139百万円増加いたしま

した。

　この結果、総資産は162,608百万円となり、前連結会計年度末に比べ14,428百万円増加いたしました。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は107,014百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,268百万円

増加いたしました。これは主に未払金が7,590百万円減少した一方で、短期借入金が16,871百万円、支払手形及び

買掛金が2,596百万円それぞれ増加したことによるものであります。固定負債は5,810百万円となり、前連結会計

年度末に比べ47百万円減少いたしました。

　この結果、負債合計は112,825百万円となり、前連結会計年度末に比べ12,220百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は49,782百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,207百万円

増加いたしました。これは主に為替換算調整勘定が1,279百万円、非支配株主持分が1,076百万円それぞれ増加し

たことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は27.0％（前連結会計年度末は28.8％）となりました。

 

②経営成績

　当第２四半期連結累計期間(2022年４月１日～2022年９月30日)におけるわが国の経済状況は、新型コロナウイル

ス感染症の影響が残るものの、感染対策と経済活動の両立が進む中、個人消費や設備投資、生産活動で持ち直しの

動きが見られました。一方、ウクライナ情勢の長期化に伴うエネルギーや原材料価格の高騰、欧米諸国の政策金利

引き上げの影響による世界経済の下振れ懸念に加え、急速な為替変動などにより、先行きの不透明感が強まりまし

た。

　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、巣ごもり需要の一巡によるPC市場の減速や中国の

ロックダウンによるサプライチェーンの混乱があったものの、旺盛な設備投資を背景に産業機器市場は堅調に推移

し、供給不足が続いている半導体も正常化への動きが見られました。

　こうした状況の下、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、民生機器向けや産業機器向け

の半導体および医用機器の需要が伸長した結果、前年同期比25.4％増の101,022百万円となりました。利益面では、

売上の増加に加え、円安進行によりデバイス事業の円換算ベースでの売上総利益が押し上げられたため、営業利益

は前年同期比104.6％増の5,267百万円となりました。一方で、営業外損益では、急激な円安進行に伴って、外貨建

て借入の返済に伴う期中での決済差損や第２四半期末における外貨建て借入の評価による評価損が発生し、3,491百

万円の為替差損を計上いたしました。その結果、経常利益は前年同期比46.0％減の1,135百万円、親会社株主に帰属

する四半期純利益は前年同期比62.6％減の469百万円となりました。

 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

 3/21



セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。

（デバイス事業）

　デバイス事業は、民生機器向けや産業機器向けの半導体・電子部品が伸長いたしました。またデータセンター向

けの半導体の需要も堅調に推移した結果、売上高は前年同期比31.9％増の76,320百万円となりました。またセグメ

ント利益は、売上の増加に加え、為替相場が円安に推移し円ベースでの売上総利益が押し上げられたため、前年同

期比181.5％増の4,649百万円となりました。

（システム事業）

　システム事業は、医用機器分野で大型の画像診断装置やPCR検査関連商品の需要が伸長いたしました。またレーザ

機器分野でLED光源が増加した結果、売上高は前年同期比8.7％増の23,902百万円となりました。一方、セグメント

利益は売上総利益率の低下により前年同期比10.2％減の796百万円となりました。

（ソリューション事業）

　ソリューション事業は、通信インフラ向け光通信コンポーネントおよび測定器が伸長した結果、売上高は前年同

期比7.7％増の799百万円となりましたが、セグメント損益は売上総利益率の低下および販管費の増加により173百万

円の損失（前年同期は39百万円のセグメント利益）となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、18,949百万円となり、前

年同期と比較して4,164百万円の減少となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は13,529百万円（前年同期は10,510百万円の支出）となりました。これは主に棚

卸資産の増加が13,362百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は271百万円（前年同期は22百万円の支出）となりました。これは主に定期預金の

払戻による収入が166百万円あった一方で、定期預金の預入による支出が224百万円、無形固定資産の取得による

支出が117百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は6,669百万円（前年同期は7,073百万円の収入）となりました。これは主に配当

金の支払額が520百万円あった一方で、短期借入金の純増加額が7,266百万円あったこと等によるものでありま

す。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（5）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当第２四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 

（6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）

（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,051,200 28,051,200
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 28,051,200 28,051,200 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2022年７月１日～

2022年９月30日
－ 28,051,200 － 6,214 － 6,351
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（5）【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ARROW　ELECTRONICS，INC．

590000

常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部

東京都港区港南２丁目15－１ 2,350 8.99

一般財団法人丸文財団 東京都中央区日本橋大伝馬町８－１ 2,304 8.82

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,166 8.29

堀越　毅一 東京都港区 1,681 6.44

株式会社千葉パブリックゴルフ

コース
東京都中央区日本橋大伝馬町８－１ 1,399 5.35

合同会社堀越 東京都港区赤坂４丁目14－14－1214号 800 3.06

堀越　裕史 東京都港区 766 2.93

堀越　浩司 東京都目黒区 614 2.35

堀越　百子 東京都目黒区 602 2.30

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 577 2.21

計 － 13,262 50.75

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式

数のうち、信託業務に係る株式数は、それぞれ2,166千株、575千株であります。

 

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,916,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,109,100 261,091 －

単元未満株式 普通株式 25,700 － －

発行済株式総数  28,051,200 － －

総株主の議決権  － 261,091 －

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸文株式会社
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１
1,916,400 － 1,916,400 6.83

計 － 1,916,400 － 1,916,400 6.83

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,245 19,645

受取手形及び売掛金 37,996 42,458

電子記録債権 6,219 9,647

商品及び製品 30,313 44,036

仕掛品 118 277

未収入金 35,087 32,598

その他 2,636 3,231

貸倒引当金 △12 △1

流動資産合計 137,604 151,893

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,651 3,660

減価償却累計額 △2,396 △2,424

建物及び構築物（純額） 1,255 1,236

機械装置及び運搬具 10 10

減価償却累計額 △10 △10

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,106 2,129

減価償却累計額 △1,663 △1,727

工具、器具及び備品（純額） 443 401

土地 1,411 1,411

リース資産 38 34

減価償却累計額 △15 △14

リース資産（純額） 23 19

使用権資産 170 240

減価償却累計額 △104 △197

使用権資産（純額） 66 43

建設仮勘定 1 1

有形固定資産合計 3,201 3,113

無形固定資産 1,039 920

投資その他の資産   

投資有価証券 2,222 2,061

繰延税金資産 1,039 1,084

退職給付に係る資産 235 268

その他 2,915 3,345

貸倒引当金 △78 △78

投資その他の資産合計 6,334 6,680

固定資産合計 10,575 10,714

資産合計 148,179 162,608
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 21,121 23,718

短期借入金 48,672 65,544

１年内返済予定の長期借入金 50 50

リース債務 76 50

未払金 21,855 14,264

未払法人税等 617 304

賞与引当金 974 981

その他 1,377 2,099

流動負債合計 94,746 107,014

固定負債   

長期借入金 5,025 5,000

リース債務 103 98

退職給付に係る負債 331 329

役員退職慰労引当金 108 101

資産除去債務 126 112

その他 163 168

固定負債合計 5,858 5,810

負債合計 100,604 112,825

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 30,231 30,178

自己株式 △1,631 △1,631

株主資本合計 41,168 41,115

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 761 642

繰延ヘッジ損益 39 108

為替換算調整勘定 651 1,931

退職給付に係る調整累計額 89 44

その他の包括利益累計額合計 1,542 2,727

非支配株主持分 4,863 5,939

純資産合計 47,574 49,782

負債純資産合計 148,179 162,608
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 80,574 101,022

売上原価 71,157 88,313

売上総利益 9,417 12,708

販売費及び一般管理費 ※ 6,841 ※ 7,440

営業利益 2,575 5,267

営業外収益   

受取利息 2 5

受取配当金 33 32

持分法による投資利益 － 60

雑収入 44 64

営業外収益合計 80 162

営業外費用   

支払利息 163 638

売上割引 7 0

売上債権売却損 13 126

為替差損 279 3,491

持分法による投資損失 8 －

雑損失 78 37

営業外費用合計 551 4,294

経常利益 2,104 1,135

特別利益   

固定資産売却益 21 1

特別利益合計 21 1

特別損失   

固定資産除売却損 4 2

その他 － 0

特別損失合計 4 2

税金等調整前四半期純利益 2,121 1,134

法人税等 791 375

四半期純利益 1,330 759

非支配株主に帰属する四半期純利益 74 289

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,256 469
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

四半期純利益 1,330 759

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 67 △118

繰延ヘッジ損益 △15 68

為替換算調整勘定 651 2,051

退職給付に係る調整額 △192 △44

持分法適用会社に対する持分相当額 △24 24

その他の包括利益合計 486 1,980

四半期包括利益 1,817 2,740

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,520 1,654

非支配株主に係る四半期包括利益 297 1,085
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

     （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,121 1,134

減価償却費 363 361

貸倒引当金の増減額（△は減少） △380 △10

賞与引当金の増減額（△は減少） 295 △0

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 △7

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △237 0

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △83 △98

受取利息及び受取配当金 △35 △38

支払利息 163 638

為替差損益（△は益） 516 9,073

持分法による投資損益（△は益） 8 △60

固定資産除売却損益（△は益） △17 1

売上債権の増減額（△は増加） 8,870 △6,488

棚卸資産の増減額（△は増加） △647 △13,362

仕入債務の増減額（△は減少） △11,127 1,463

未収入金の増減額（△は増加） △25,384 2,492

未払金の増減額（△は減少） 14,606 △7,569

その他 252 72

小計 △10,709 △12,397

利息及び配当金の受取額 574 37

利息の支払額 △164 △535

法人税等の支払額 △307 △645

法人税等の還付額 104 11

特別退職金の支払額 △8 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △10,510 △13,529

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △751 △224

定期預金の払戻による収入 810 166

有形固定資産の取得による支出 △279 △41

有形固定資産の売却による収入 295 2

無形固定資産の取得による支出 △101 △117

投資有価証券の取得による支出 △12 △13

資産除去債務の履行による支出 － △25

その他 17 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー △22 △271

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,708 7,266

長期借入金の返済による支出 △25 △25

配当金の支払額 △208 △520

非支配株主への配当金の支払額 △362 △9

その他 △39 △40

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,073 6,669

現金及び現金同等物に係る換算差額 299 1,386

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,160 △5,744

現金及び現金同等物の期首残高 26,274 24,693

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 23,114 ※ 18,949
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。なお、連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）「新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上

の見積り」に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定及び会計上の見積りについて重要な変更

はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日
　　至 2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日

　　至 2022年９月30日）

給与 2,573百万円 2,622百万円

賞与引当金繰入額 764 831

退職給付費用 △111 100

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

現金及び預金勘定 23,714百万円 19,645百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △600 △695

現金及び現金同等物 23,114 18,949
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 209 8 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年10月29日

取締役会
普通株式 261 10 2021年９月30日 2021年12月３日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 522 20 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年10月31日

取締役会
普通株式 522 20 2022年９月30日 2022年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

    報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

    
デバイス
事業

システム
事業

ソリューショ
ン事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 57,849 21,983 741 80,574 － 80,574

セグメント間の内部売

上高又は振替高
12 515 － 528 △528 －

計 57,862 22,498 741 81,103 △528 80,574

セグメント利益 1,651 886 39 2,577 △1 2,575

（注）１．セグメント利益の調整額△1百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△1百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

ソリューショ
ン事業

計

売上高       

外部顧客への売上高 76,320 23,902 799 101,022 － 101,022

セグメント間の内部売

上高又は振替高
48 444 0 493 △493 －

計 76,368 24,347 799 101,515 △493 101,022

セグメント利益又は損失

（△）
4,649 796 △173 5,271 △3 5,267

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△3百万円には、各報告セグメントに配分していない全社

費用△3百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に

係る費用であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、当社の豊富な商材とAI/IoT・ネットワーク技術を組み合わせ、先端ソリュー

ションの開発・販売・保守サービスを提供する「ソリューション事業」を新設し、報告セグメントとして記載

する方法に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　なお、以下の前第２四半期連結累計期間の情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示し

ております。

１．財又はサービスの種類別の内訳

    （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計デバイス

事業

システム

事業

ソリューション

事業

半導体 48,711 － － 48,711

電子部品 18,605 － － 18,605

産業機器 － 9,503 － 9,503

医用機器 － 8,676 － 8,676

ＩＣＴソリューション － － 729 729

その他 － 4,746 50 4,796

（内部売上高） △9,466 △942 △38 △10,446

外部顧客への売上高 57,849 21,983 741 80,574

 

２．地域別の内訳

    （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計デバイス

事業

システム

事業

ソリューション

事業

日本 31,004 21,825 736 53,565

中国 10,735 62 － 10,798

アジア 14,841 77 － 14,918

その他 1,268 17 5 1,292

外部顧客への売上高 57,849 21,983 741 80,574

 

３．本人・代理人取引の内訳

    （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計デバイス

事業

システム

事業

ソリューション

事業

本人取引売上 56,874 21,880 736 79,491

代理人取引売上 975 103 5 1,083

外部顧客への売上高 57,849 21,983 741 80,574
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．財又はサービスの種類別の内訳

    （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計デバイス

事業

システム

事業

ソリューション

事業

半導体 65,698 － － 65,698

電子部品 24,687 － － 24,687

産業機器 － 8,971 － 8,971

医用機器 － 9,926 － 9,926

ＩＣＴソリューション － － 801 801

その他 － 5,783 39 5,823

（内部売上高） △14,066 △779 △41 △14,886

外部顧客への売上高 76,320 23,902 799 101,022

 

２．地域別の内訳

    （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計デバイス

事業

システム

事業

ソリューション

事業

日本 43,992 23,774 797 68,563

中国 13,099 3 － 13,102

アジア 17,601 111 － 17,713

その他 1,626 13 2 1,642

外部顧客への売上高 76,320 23,902 799 101,022

 

３．本人・代理人取引の内訳

    （単位：百万円）

 

報告セグメント

合計デバイス

事業

システム

事業

ソリューション

事業

本人取引売上 75,203 23,832 795 99,831

代理人取引売上 1,116 70 3 1,190

外部顧客への売上高 76,320 23,902 799 101,022
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

１株当たり四半期純利益 48円6銭 17円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万

円）
1,256 469

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
1,256 469

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,134 26,134

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 配当金の総額 ……………………………………… 522百万円

（ロ） １株当たりの金額 ………………………………… 20円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………… 2022年12月５日

（注） 2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月11日

丸文株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安斎　裕二

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野元　寿文

 
 
 

   

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社の

2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年９月30日

まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が
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適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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